






















































































































































Chinese つまり世界中に存在する民族としての Chinese の
総称であり、それが海外にいれば overseas Chinese とな



























































　１．Evolution of Chinese enterprises
　２．Market of Mainland China
　３．Indigenous value and Chinese enterprises
　この三つの側面をそれぞれ研究しそれらを統合していく
ことで、華人経営のマクロ的特性を把握していくことが可
能であることが次第にわかってきたのです。
　こうした基礎的理解を踏み台にし、私は謝教授に香港大
学が直接日本に来て企業人を教えてくれないかとお願いし
てみましたが、そんなことは無理だったので、まずは先生
の指導をうけながら、３つの側面を包含した内容を表せる
学問分野と学者を探し出し、香港大学の先生の登壇も含
め、2003年に理論編15回、実践編15回のカリキュラムを
作ってみました。それを CMMS 華人経営塾として実施し
ていくためには主体と資源が必要でしたが、なにはともあ
れやってみようと関西日本香港協会に相談したところ、当
時会長と務めて頂いていた、丸紅株式会社の副会長で関西
経済連合会副会長（いずれも当時）橋本守氏が「やってみ
なはれ」と激励して下さり始まったのがこの CMMS 塾な
のです。
　チャイニーズ資源に関して、こんな重要なことも知らず
して中国ビジネスに入る愚行を少しでも軽減するため、社
会的責務を感じてスタートさせましたが、関西日本香港協
会理事であった伊藤忠岩本純治副社長、故西田健一丸紅中
国代表その他の理事が、受講者を企業派遣して下さったこ
とがのちの発展に大きく寄与しました。香港大学が提唱す
る西洋理論と東洋価値を統合した中華的経営学確立の内容
が、大企業幹部によって口コミで巷に伝播され、その後多
くの企業人が集まってきたのです。今日まで CMMS は10
年継続し、受講者は延べ５百名を超えています。今年４月
３日からは東京、大阪に次いで福岡でも開講し第11期がい
よいよ始まります。
　CMMS は、理論的基礎を上述の香港大学謝教授に依存
し、そのカリキュラム構成に合わせてお願いした日本や中
国を代表する超一流の学者研究者によって支えられていま
す。東大、京大、阪大、名大、神大、旧大阪外国語大学は
じめ早稲田大、帝塚山大、関西大学、関西学院大学、甲南
大学、東洋大学、北京人民大学、香港城市大学からの学者
が、チャイニーズ資源が腑存する中国政治、経済、歴史、
文化、思想、哲学、地政学、文学の世界から、中国・華人
といった人的資源の行動文法を包括的に体系的に抽出して
いくという「理論編」をまずこなします。そして次の作業
17アジアビジネスを担う人材の育成
は「実践編」です、実際に中国や東南アジアの中華圏で経
験していた日本企業代表者にその体験談を語ってもらい、
成功事例、失敗事例を学んだ学問的道具で的確に説明でき
る能力を醸成していく作業をします。それを支えてくれる
のは、丸紅、伊藤忠、ダイキン、イオン、セブンイレブ
ン、資生堂、パナソニックなど大企業の中国代表経験者や
華人経営学の法務、財務、販売など業務プロセス別に説明
する公認会計士や弁護士の諸先生方です。この理論と実践
の融合によって、CMMS はチャイニーズ資源の行動文法
を「立体的」に把握する能力を日本人材に賦与していきま
す。
　日中は、長き歴史の中で、接近と離反、協調と対立を繰
り替えしてきています。時々の政権トップの人格的資質、
知見の限界、幼少期の経験などから大きく影響を受けま
す、それが歴史の常というものでしょう。しかし、どの時
代をみても、天上で動乱が起きていても、天の下では人々
がつながり、貿易、経済活動は続いてきました。中国
GDP が米国をいずれ抜いて経済大国となる時代が来ると、
同時にアジア地域が世界経済でも重量感を増してきます。
天の上で動乱があっても天の下の民である私たちは互いの
文化歴史を理解し、人々の生活向上に寄与し、平和なアジ
アや世界社会を築く努力活動の一端を占めていきたいと思
います。
　それを実現する上でも CMMS は相手社会を相対的に理
解する方法論の獲得を包含しており、CMMS 受講後、そ
の方法論をたとえばアジアの中でも、ベトナム、ミャン
マー、カンボジア、ラオス、タイなどのメコンデルタ流域
仏教圏、マレーシア、インドネシア、ブルネイ、シンガ
ポールのイスラム圏（シンガポールはもちろん中華圏応用
がききますが）、そしてフィリピンのカトリック圏といっ
た、非ヨーロッパ圏へ応用することも可能です。アジアと
日本をつなぐ方法論としての CMMS は社会の要請がある
限り続いていくことでしょう。
　本講義が少しでも華人アジアビジネス人材育成への示唆
となれば幸いです。
